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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第２四半期連結
累計期間

第15期
第２四半期連結
会計期間

第14期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 19,461,959 10,030,902 42,439,166

経常利益（千円） 470,497 247,831 1,339,971

四半期（当期）純利益（千円） 170,507 88,144 815,570

純資産額（千円） － 7,958,069 7,869,481

総資産額（千円） － 14,612,970 14,728,982

１株当たり純資産額（円） － 35,506.09 35,078.17

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
774.51 400.39 3,673.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 53.5 52.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
575,443 － 756,739

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,281,859 － 87,029

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
330,501 － △756,322

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 1,481,353 1,856,947

従業員数（人） － 408 378

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社ピーシーデポコーポレーション(E03323)

四半期報告書

 2/39



２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 408 (701)

　（注）　従業員数は、就業人員であり、（　）内は外書きで平均臨時雇用者数（当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員

数を１人１日８時間で換算し算出）を記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 351 (681)

　（注）　従業員数は、就業人員であり、（　）内は外書きで平均臨時雇用者数（当第２四半期会計期間の平均雇用人員数を

１人１日８時間で換算し算出）を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

商品別仕入高

品目

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円）

［パソコン等販売事業］  

パソコン本体 2,755,018

モニター 269,567

プリンター 166,328

周辺機器 2,311,882

アクセサリー・サプライ 768,979

ソフト 264,845

OA機器・中古品・その他 648,970

合計 7,185,591

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）販売実績

商品別売上高

品目

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円）

［パソコン等販売事業］  

パソコン本体 2,357,078

モニター 340,078

プリンター 177,995

周辺機器 2,875,004

アクセサリー・サプライ 1,081,007

ソフト 341,508

OA機器・中古品・その他 981,810

商品売上高計 8,154,483

ロイヤリティー他収入 134,363

技術サービス・手数料売上

高
1,096,860

計 9,385,708

［インターネット関連事業］ 645,194

合計 10,030,902

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　ロイヤリティー他収入の対象となるフランチャイズ店売上高は3,689,171千円であり、上記のピーシーデポグ

ループを含めた全体の売上高合計額は13,720,074千円であります。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次の通りであります。

　当社子会社株式会社イージェーワークスは、株式会社大和生研より、インターネットサービスプロバイダーに属する

事業を譲受致しました。

　（1）契約締結日　　　　　　　平成20年８月27日

　（2）事業譲受日　　　　　　　平成20年10月30日

（3）譲受事業　　　　　　　　インターネットサービスプロバイダー事業『117net』

（4）従業員の移籍について　　本契約にかかる従業員の移籍はありません。　　

　（5）譲受資産及び負債

① 譲受資産　　　　　　　 のれん（営業権）39百万円

② 譲受負債　　　　　　　 該当事項はありません。

（注）　譲受資産につきましては、譲渡３ヶ月間に退会したプロバイダー会員数等により相当の金額を差し引く

契約を締結していることから、金額が変更になる可能性があります。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

（1）業績の状況　

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日～平成20年９月30日）におけるわが国経済は、原油価格や原材料

価格の高騰及び米国の金融市場の不安定さにより、個人消費や企業収益は悪化が懸念され、景気減速感が強まって

参りました。

このような環境下、パソコン業界におきましては年初来から全体的に単価の下落が進んでいるものの、５万円以

下の低価格パソコン（ミニノートパソコン）が発売され、消費者の関心を集めるなど、消費動向の変化が顕在化し

つつあります。

当社におきましては、通称「５万円パソコン」と言われる低価格パソコンの品揃えを強化いたしました。それに

より、販売台数が増加し、関連する技術サービスや周辺機器販売等も増加するなど、いわゆる「販売台数増効果」が

第２四半期より、徐々にあらわれました。

サービス面におきましては、技術メンテナンス・サポートに専門性を組み合わせたソリューション販売を強化

し、夏場の雷雨など、お客様のパソコントラブルの緊急対応に努めました。また、お客様に安心して継続的にパソコ

ンをご利用いただける保守サービス型商品（プレミアムサービス）の会員獲得に、引き続き取り組みました。

　営業面におきましては、店舗に勤務する全社員及び1年半以上勤務しているアルバイトを対象に、勤務先とは別の

店舗にて勤務する研修を採り入れ、環境の違う店舗にて勤務することで、より個人の専門能力を高め、多様化してい

るお客様のニーズに適切に応えられるよう取り組んで参りました。

店舗展開では、８月に株式会社ケーズホールディングスが運営していた北関東４店舗の小山本店（栃木県）、土

浦グレートセンター、水戸店、東海店（いずれも茨城県）のフランチャイズ店を直営店として運営を開始、９月30日

に板橋志村店（東京都）を閉店いたしました。　

この結果、当第２四半期末の店舗数は、直営店38店舗、フランチャイズ店20店舗、合計58店舗となりました。また、

８月より家電量販店がインショップ方式によるフランチャイズ展開をしております「パソコンクリニック」は、当

第２四半期連結会計期間に新店を２店舗出店し、当第２四半期末の店舗数は合計16店となりました。　

インターネット関連事業におきましては、平成20年６月に関西ブロードバンド株式会社よりISP事業の営業権を譲

り受けた事もあり、ほぼ計画通りに推移しております。

  その他、内部統制の強化と今後の業務効率化を見込み、グループ会社とコールセンターを同一の場所に集約する

ため、10月に本社を移転いたしました。それにかかる費用を第２四半期に特別損失として43百万円計上しておりま

す。　

以上の結果、第２四半期連結会計期間の売上高は、売上高100億30百万円、営業利益は１億71百万円、経常利益は２

億47百万円となり、四半期純利益は88百万円となりました。また、フランチャイズ店を含めたピーシーデポグループ

全体での売上高は137億20百万円となりました。　

（2）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前四半期純利益１億79百万円、減価償却費90百万円、のれん償

却費50百万円を主体に、３億88百万円の増加となりました。　

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出３億円、無形固定資産の取得による支出

３億94百万円、敷金及び保証金の差入による支出２億80百万円等により、９億34百万円の減少となりました。　

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加４億59百万円により４億40百万円の増加となりました。

以上により、現金及び現金同等物の四半期末残高は、14億81百万円となりました。　
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループの現状の認識について

　当社グループを取り巻く事業環境は、先行き不透明感が増し、パソコン業界におきましては、単価の下落に当社グ

ループが対処すべき主要な課題は以下の通りであります。

１.店舗網の拡大

　「PC DEPOT」のドミナント方式による新規出店及びスクラップアンドビルドによる大型店への展開を強

化するとともに、「パソコンクリニック」のフランチャイズ事業による店舗展開を実現することにより、地

域のお客様に安心してパソコンを利用していただける環境を提供できる店舗網の拡大に努めてまいります。

２.サービス商品の拡大

　安心してパソコンを利用していただくためにサービス体制の充実を図るとともに、「お客様の困った」を

解決するサービスを引き続き商品化してまいります。

　また、継続してメンテナンスをご要望されるお客様に対し、「月額会員制保守サービス型商品（プレミアム

サービス）」のサービスメニューを拡大することで、地域に必要なサービスを提供する店舗となるように努

めてまいります。

３.フランチャイズの管理

　「PC DEPOT」に加え、2008年度より「パソコンクリニック」のフランチャイズ化を推進するに当たり、そ

の管理が重要と認識しております。それらにはマニュアル、教育に加え、品質管理の徹底が重要と考えてお

り、「PC DEPOT」及び「パソコンクリニック」全店舗の監査を強化することで対処してまいります。

４.出店費用の増加

　当社は、今後もドミナント方式により首都圏を中心に店舗展開を行っていく方針ですが、出店候補地の競争

が激化していることや、原材料費の高騰による建設コストの上昇の可能性がありますが、これについては建

築仕様の見直しや開店までの期間短縮により、対処してまいります。

５.人材の確保

　労働人口の減少により、企業間・業種間の採用が活性化しており、企業間競争及びインターネット直販や

メーカーダイレクト等、異業態間競争など、引き続き楽観できない環境が続くものと思われます。

　当社は、特に販売員や技術者の人材確保が重要課題でありますが、積極的な採用活動に加え、アルバイトや

契約社員の正社員化を行うことで安定した人材を確保してまいります。

　また、社員中心に行っていた教育をアルバイト層にも拡大し、人材の質の向上に努めてまいります。

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、当社が株式会社ケーズホールディングより営業譲受した事により、４店舗が

新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次の通りであります。

提出会社　

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
（面積
㎡）

敷金
保証金等

その他 合計

PC DEPOT 小山本店

（栃木県小山市）
パソコン等販売事業 販売設備 6,717 － － 20,000 142,892 169,610 8

PC DEPOT 土浦

GREATCENTER

（茨城県土浦市）

パソコン等販売事業 販売設備 10,333 － － 39,000 3,350 52,683 9

PC DEPOT 水戸店

（茨城県水戸市）
パソコン等販売事業 販売設備 14,337 － － 22,920 3,914 41,171 8

PC DEPOT 東海店

（茨城県水戸市）
パソコン等販売事業 販売設備 396 － － 6,420 4,153 10,969 8

（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、及び建設協力金であります。なお、金額には消費税等を含んで

おりません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次の通りであります。

提出会社　

事業所名等
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

（仮称）PC DEPOT 鎌ヶ谷店

（千葉県鎌ヶ谷市）
パソコン等販売事業 販売設備 310,000 255,615 自己資金及び借入金 平成20年６月 平成20年11月

（仮称）PC DEPOT 若葉台店

（東京都稲城市）
パソコン等販売事業 販売設備 330,000 71,523 自己資金及び借入金 平成20年４月 平成21年８月

本部

（神奈川県横浜市港北区）
－

統括業務

施設
135,000 61,260 自己資金及び借入金 平成20年９月 平成20年11月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 890,000

計 890,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 225,020 225,020　 ジャスダック証券取引所 ―

計 225,020 225,020　 ― ―

　（注）　提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

  旧商法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

株主総会の特別決議（平成16年６月24日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　71,320

新株予約権の行使期間
　平成18年10月２日～

平成20年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　71,320

資本組入額　　35,660

新株予約権の行使の条件 （注）４

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　株式数

権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により調整し、調整により生じる端株未満

の端数は切り捨てるものとする。但し、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使していない新株

引受権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が他社と合併、又は会社分割を行う場合等、株式数の調整が必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で株式数を調整するものとする。

３　発行価額

時価を下回る価額で新株発行（転換社債及び新株引受権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

また、権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は、発行価額は分割又は併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。
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４　権利行使についての条件

(1）権利の譲渡、質入れ及びその他の処分は認めない。

(2）権利行使期間到来前の相続は認めないが、到来後に死亡した場合の相続は認める。

(3）その他については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する契約に定めるものとする。

５　当社は平成17年９月20日付で普通株式１株につき４株の割合をもって分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されています。
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株主総会の特別決議（平成16年６月24日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 404

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,616

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　57,363

新株予約権の行使期間
　平成18年10月２日～

平成20年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　57,363

資本組入額　　28,682

新株予約権の行使の条件 （注）４

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　株式数

権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により調整し、調整により生じる端株未満

の端数は切り捨てるものとする。但し、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使していない新株

引受権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が他社と合併、又は会社分割を行う場合等、株式数の調整が必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で株式数を調整するものとする。

３　発行価額

時価を下回る価額で新株発行（転換社債及び新株引受権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

また、権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は、発行価額は分割又は併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

４　権利行使についての条件

(1）権利の譲渡、質入れ及びその他の処分は認めない。
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(2）権利行使期間到来前の相続は認めないが、到来後に死亡した場合の相続は認める。

(3）その他については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する契約に定めるものとする。

５　当社は平成17年９月20日付で普通株式１株につき４株の割合をもって分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されています。
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    株主総会の特別決議（平成17年６月23日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 55

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 220

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　83,500

新株予約権の行使期間
　平成19年10月１日～

平成21年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　83,500

資本組入額　　41,750

新株予約権の行使の条件 （注）４

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　株式数

権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により調整し、調整により生じる端株未満

の端数は切り捨てるものとする。但し、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使していない新株

引受権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が他社と合併、又は会社分割を行う場合等、株式数の調整が必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で株式数を調整するものとする。

３　発行価額

時価を下回る価額で新株発行（転換社債及び新株引受権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

また、権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は、発行価額は分割又は併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

４　権利行使についての条件

(1）権利の譲渡、質入れ及びその他の処分は認めない。
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(2）権利行使期間到来前の相続は認めないが、到来後に死亡した場合の相続は認める。

(3）その他については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する契約に定めるものとする。

５　当社は平成17年９月20日付で普通株式１株につき４株の割合をもって分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されています。
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    株主総会の特別決議（平成17年６月23日）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 385

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,540

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　87,710

新株予約権の行使期間
　平成19年10月１日～

平成21年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　87,710

資本組入額　　43,855

新株予約権の行使の条件 （注）４

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　― 

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　株式数

権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により調整し、調整により生じる端株未満

の端数は切り捨てるものとする。但し、かかる調整は、その時点で対象者が新株引受権を行使していない新株

引受権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・併合の比率

上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が他社と合併、又は会社分割を行う場合等、株式数の調整が必要

とするやむを得ない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で株式数を調整するものとする。

３　発行価額

時価を下回る価額で新株発行（転換社債及び新株引受権の行使の場合を除く）を行う場合は、次の算式によ

り発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行株式数

また、権利付与日以降に当社が株式分割又は併合を行う場合は、発行価額は分割又は併合の比率に応じ比例

的に調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

４　権利行使についての条件

(1）権利の譲渡、質入れ及びその他の処分は認めない。
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(2）権利行使期間到来前の相続は認めないが、到来後に死亡した場合の相続は認める。

(3）その他については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する契約に定めるものとする。

５　当社は平成17年９月20日付で普通株式１株につき４株の割合をもって分割したことにより、「新株予約権の

目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されています。

EDINET提出書類

株式会社ピーシーデポコーポレーション(E03323)

四半期報告書

17/39



（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日　
－ 225,020 － 1,601,196 － 1,868,598

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

野島　隆久 神奈川県相模原市　 105,846 47.04

メロンバンクエヌエートリーティークライアントオムニバス

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

ONE MELLON BANK CENTER,

 PITTSBURGH, 

PENNSYLVANIA

(東京都千代田区丸の内二丁目

７番１号）

7,000 3.11

野村信託銀行株式会社(投信口）
東京都千代田区大手町二丁目２

番２号
5,834 2.59

野島　絹代 神奈川県相模原市　 4,845 2.15

株式会社みずほ銀行　

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町一丁目１

番５号

（東京都中央区晴海一丁目８番

12号）

4,477 1.99

エイチエスビーシーバンクピーエルシークライアンツノンタッ

クストリーテイ

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

8 CANADA SQUARE,

 LONDON E14 5HQ

（東京都中央区日本橋三丁目

11-１）

3,451 1.53

加藤　修一 茨城県水戸市　 2,700 1.20

野島　佳子 神奈川県相模原市　 2,400 1.07
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＰＣＭ従業員持株会

神奈川県横浜市港北区新横浜二

丁目

３番19号

2,382 1.06

バンクオブニューヨークジーシーエムクライアントアカウント

ジェイピーアールディアイエスジーエフイーエイシー

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 F

LEET STREET 

LONDON EC4A 2BB UNITED K

INGDOM

(東京都千代田区丸の内二丁目

７番１号)

2,119 0.94

計 － 141,054 62.69

　（注）上記のほか、自己株式が4,873株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式　　　4,873　
－

株主としての権利内容

に制限のない、標準と

なる株式

　完全議決権株式（その他） 　普通株式　　220,147 220,147 同上　

　端株 － － －

　発行済株式総数 　普通株式　　225,020 － －

　総株主の議決権 － 220,147 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が30株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

②【自己株式等】

　平成20年９月30日現在　

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ピーシー

デポコーポレー

ション

神奈川県横浜市港

北区新横浜二丁目

３番19号

4,873 － 4,873 2.17

計 － 4,873 － 4,873 2.17

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 19,980 23,000 19,990 18,000 18,700 17,550

最低（円） 16,150 17,400 17,700 16,500 16,600 15,420

　（注）１　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　上記株価は暦月ベースで記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。

(1)　役職の異動 　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 総務・人事本部長 常務取締役 第二開発部長 酒井　茂彦 平成20年７月14日

取締役 店舗開発部長 取締役 第一開発部長 西山　充史 平成20年７月14日

取締役 管理・統制部長 取締役 － 須藤　直久 平成20年７月14日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,481,353 1,856,947

売掛金 1,432,814 1,575,721

たな卸資産 ※1
 4,635,508

※1
 5,072,297

繰延税金資産 175,240 182,533

未収入金 ※2
 673,570

※2
 890,985

未収消費税等 3,766 －

その他 309,101 292,971

貸倒引当金 △7,685 △7,055

流動資産合計 8,703,671 9,864,402

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,512,010 1,505,569

減価償却累計額 △553,349 △528,904

建物及び構築物（純額） 958,660 976,664

工具、器具及び備品 1,197,583 1,058,963

減価償却累計額 △758,398 △728,572

工具、器具及び備品（純額） 439,184 330,391

建設仮勘定 251,853 －

その他 105,010 105,958

減価償却累計額 △1,403 △2,217

その他（純額） 103,607 103,741

有形固定資産合計 1,753,305 1,410,797

無形固定資産

のれん 640,113 304,867

その他 340,055 358,394

無形固定資産合計 980,169 663,262

投資その他の資産

投資有価証券 326,058 216,904

繰延税金資産 63,041 68,983

差入保証金 1,403,039 1,376,754

敷金 1,189,772 1,046,506

その他 193,911 81,372

投資その他の資産合計 3,175,823 2,790,520

固定資産合計 5,909,298 4,864,580

資産合計 14,612,970 14,728,982
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,621,591 2,719,983

短期借入金 500,000 －

1年内返済予定の長期借入金 162,000 162,000

未払法人税等 184,118 562,063

商品保証引当金 73,678 108,797

賞与引当金 87,075 76,227

未払金 ※2
 1,540,377

※2
 1,808,197

その他 428,495 297,228

流動負債合計 5,597,336 5,734,497

固定負債

長期借入金 224,000 305,000

退職給付引当金 19,293 8,894

役員退職慰労引当金 147,525 139,283

長期預り保証金 666,745 671,825

固定負債合計 1,057,564 1,125,003

負債合計 6,654,900 6,859,501

純資産の部

株主資本

資本金 1,601,196 1,601,196

資本剰余金 1,888,605 1,888,605

利益剰余金 4,507,970 4,414,514

自己株式 △186,226 △186,226

株主資本合計 7,811,545 7,718,090

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,012 4,263

評価・換算差額等合計 5,012 4,263

少数株主持分 141,511 147,127

純資産合計 7,958,069 7,869,481

負債純資産合計 14,612,970 14,728,982
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 19,461,959

売上原価 14,682,232

売上総利益 4,779,727

販売費及び一般管理費

販売手数料 165,433

広告宣伝費 474,505

役員報酬 64,334

給料及び手当 1,251,144

賞与 73,731

賞与引当金繰入額 87,075

退職給付費用 26,502

役員退職慰労引当金繰入額 10,773

消耗品費 155,106

減価償却費 138,841

不動産賃借料 783,303

のれん償却額 80,158

その他 1,113,306

販売費及び一般管理費合計 4,424,217

営業利益 355,509

営業外収益

受取利息 3,181

受取配当金 1,260

販売奨励金 36,348

受取賃貸料 57,069

受取手数料 16,012

その他 61,847

営業外収益合計 175,719

営業外費用

支払利息 3,502

持分法による投資損失 1,143

賃貸費用 55,720

その他 364

営業外費用合計 60,731

経常利益 470,497

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,214

特別利益合計 1,214
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

特別損失

固定資産除却損 11,557

投資有価証券評価損 8,400

店舗閉鎖損失 4,619

たな卸資産評価損 36,366

本社移転費用 ※1
 43,634

特別損失合計 104,578

税金等調整前四半期純利益 367,133

法人税、住民税及び事業税 177,317

法人税等調整額 13,653

法人税等合計 190,971

少数株主利益 5,654

四半期純利益 170,507
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 10,030,902

売上原価 7,560,217

売上総利益 2,470,685

販売費及び一般管理費

販売手数料 85,530

広告宣伝費 267,034

役員報酬 36,650

給料及び手当 630,705

賞与 44,364

賞与引当金繰入額 29,025

退職給付費用 9,447

役員退職慰労引当金繰入額 6,030

消耗品費 83,848

減価償却費 72,747

不動産賃借料 406,266

のれん償却額 50,197

その他 577,321

販売費及び一般管理費合計 2,299,170

営業利益 171,515

営業外収益

受取利息 2,586

販売奨励金 22,948

受取賃貸料 28,534

受取手数料 10,162

その他 45,581

営業外収益合計 109,813

営業外費用

支払利息 1,922

持分法による投資損失 3,350

賃貸費用 27,860

その他 364

営業外費用合計 33,497

経常利益 247,831

特別損失

固定資産除却損 11,557

投資有価証券評価損 8,400

店舗閉鎖損失 4,619

本社移転費用 ※1
 43,634

特別損失合計 68,211

EDINET提出書類

株式会社ピーシーデポコーポレーション(E03323)

四半期報告書

27/39



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

税金等調整前四半期純利益 179,619

法人税、住民税及び事業税 78,394

法人税等調整額 10,187

法人税等合計 88,582

少数株主利益 2,892

四半期純利益 88,144

EDINET提出書類

株式会社ピーシーデポコーポレーション(E03323)

四半期報告書

28/39



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 367,133

減価償却費 172,352

のれん償却額 80,158

貸倒引当金の増減額（△は減少） 630

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,848

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,241

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,398

商品保証引当金の増減額（△は減少） △35,119

投資有価証券評価損益（△は益） 8,400

受取利息及び受取配当金 △4,442

本社移転費用 43,634

店舗閉鎖損失 4,619

支払利息 3,502

為替差損益（△は益） △321

持分法による投資損益（△は益） 1,143

固定資産除却損 11,557

売上債権の増減額（△は増加） 142,906

たな卸資産の増減額（△は増加） 436,789

未収入金の増減額（△は増加） 217,414

仕入債務の増減額（△は減少） △98,392

未払金の増減額（△は減少） △300,858

その他の資産の増減額（△は増加） △19,873

その他の負債の増減額（△は減少） 59,547

その他 △9,721

小計 1,110,551

利息及び配当金の受取額 3,252

利息の支払額 △3,500

法人税等の支払額 △534,860

営業活動によるキャッシュ・フロー 575,443
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △429,434

有形固定資産の売却による収入 16,469

無形固定資産の取得による支出 △453,866

投資有価証券の取得による支出 △120,000

投資有価証券の売却による収入 2,356

敷金及び保証金の差入による支出 △336,083

敷金及び保証金の回収による収入 44,066

預り保証金の返還による支出 △5,079

その他 △287

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,281,859

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,000,000

短期借入金の返済による支出 △500,000

長期借入金の返済による支出 △81,000

配当金の支払額 △77,227

少数株主への配当金の支払額 △11,271

財務活動によるキャッシュ・フロー 330,501

現金及び現金同等物に係る換算差額 321

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △375,593

現金及び現金同等物の期首残高 1,856,947

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,481,353
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

通常の販売目的で保有するたな卸資産に

つきましては、従来主として移動平均法に

よる原価法を採用しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価の切下げの方法）により算定

しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、当第２四半期連結

累計期間の売上総利益、営業利益、経常利益

が8,007千円増加し、税金等調整前四半期純

利益は28,358千円減少しております。

  なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末において算定した貸倒実績率

等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定

しております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している固定資産につきま

しては、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によってお

ります。

３．経過勘定項目等の算定方

法

経過勘定項目等に関しましては、金額に

重要性がなく、かつ、財務諸表利用者の判断

を誤らせない範囲において合理的な算定方

法による会計処理を行っております。

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法につきましては、少額な

加減算項目の修正は行っておりません。繰

延税金資産の回収可能性の判断につきまし

ては、前連結会計年度末の検討において使

用した将来の業績予想やタックスプランニ

ングを使用しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次の通りであります。

商品 4,635,317千円

仕掛品 191千円

※１　たな卸資産の内訳は、次の通りであります。

商品 5,071,826千円

仕掛品 471千円

※２　フランチャイズ店との共同購入による仕入債務のう

ち、フランチャイズ店が負担する部分は当社がフラン

チャイズ店から入金を受けたうえで支払いを行ってお

ります。当社では当該金額を未払金として認識し、これ

に対応してフランチャイズ店に対する未収入金を計上

しております。未収入金及び未払金のうち、このような

処理に基づく当第２四半期連結会計期間末残高合計

は、未収入金451,820千円、未払金904,856千円となって

おります。

※２　フランチャイズ店との共同購入による仕入債務のう

ち、フランチャイズ店が負担する部分は当社がフラン

チャイズ店から入金を受けたうえで支払いを行ってお

ります。当社では当該金額を未払金として認識し、これ

に対応してフランチャイズ店に対する未収入金を計上

しております。未収入金及び未払金のうち、このような

処理に基づく期末残高合計は、未収入金733,993千円、

未払金1,271,595千円となっております。

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　本社移転費用は、第３四半期連結会計期間に発生が

見込まれる原状回復費や固定資産除却損等でありま

す。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　本社移転費用は、第３四半期連結会計期間に発生が

見込まれる原状回復費や固定資産除却損等でありま

す。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 現金及び預金     1,481,353千円
 預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
－千円

 現金及び現金同等物     1,481,353千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　225,020株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　4,873株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月13日

取締役会
普通株式　 77,051 350 平成20年３月31日　 平成20年６月19日　 利益剰余金　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当た

り配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月４日

取締役会
普通株式　 77,051 350 平成20年９月30日　 平成20年12月８日　 利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　
パソコン等販
売事業
（千円）

インターネッ
ト関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 9,385,708 645,194 10,030,902 －　 10,030,902

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
61,338 22,707 84,046 (84,046) －　

計 9,447,046 667,902 10,114,948 (84,046) 10,030,902

営業利益 98,336 73,178 171,515 －　 171,515

経常利益 174,652 73,178 247,831 －　 247,831

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　
パソコン等販
売事業
（千円）

インターネッ
ト関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 18,231,082 1,230,877 19,461,959 －　 19,461,959

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
147,563 44,022 191,586 (191,586) －　

計 18,378,645 1,274,899 19,653,545 (191,586) 19,461,959

営業利益 205,127 150,382 355,509 －　 355,509

経常利益 352,173 150,382 502,555 (32,058) 470,497

　（注）１　事業の区分は、業種の形態によっており、各事業の内容は以下の通りであります。

パソコン等販売事業　　　パソコン及び同関連商品の販売（ロイヤリティー他収入を含む）

インターネット関連事業　子会社が運営するISP事業、WEB制作事業、インターネット関連サービス事業、

Yahoo！BB関連事業、ソフトバンク携帯電話の加入手続きに関する代理店事業

　２　会計処理の方法の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項等の変更」に記載の通り、当社及び連結子会社にお

いて、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を第１四半期連

結会計期間より適用しています。

これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間のパソコン等販売事業の営

業利益及び経常利益が8,007千円増加しています。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

企業結合におけるパーチェス法適用関係

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

１．企業結合の概要（営業譲受）

　  営業譲渡企業の名称 株式会社ケーズホールディングス

　  取得した事業の内容 「PC DEPOT」４店舗の運営

　  企業結合を行った主な理由
譲渡企業と技術サービス、販売力及びインフラを持ち寄ることで、顧客

サービス力、企業価値、成長力及び収益性を高めるため

　  企業結合日  平成20年８月１日

　  企業結合の法的形式  当社による営業譲受

　  結合後企業の名称  株式会社ピーシーデポコーポレーション

 （1）四半期連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間

 自　平成20年８月１日　至　平成20年９月30日

（2）取得した事業の取得原価及びその内訳

①　取得した事業の取得原価　                               610百万円

②　取得原価の内訳　

営業譲渡費用　　                                     610百万円

（3）発生したのれんの金額

①　のれんの金額　　　                                     135百万円

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

③　償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年で均等償却しております。

（4）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

資　産 負　債

たな卸資産　 　416百万円　　 　 －

固定資産　 　 57百万円　 　 　

　合　計 　474百万円　 　合　計　 －　

（5）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連

結損益計算書に及ぼす影響額の概算額

売上高　　　　　 1,100百万円

経常利益　　　　　　30百万円

四半期純利益　　　　16百万円

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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２．事業分離の概要

 （1）分離先の企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的計上を含む

事業分離の概要

①　分離先の企業の名称及び分離した事業の内容

分離先企業の名称　　株式会社ケーズホールディングス

分離した事業の内容　　パソコン及びデジタル家電の技術サービスを提供する「パソコンクリニッ

ク」14店舗の運営

②　事業分離を行った主な理由

分離先企業と技術サービス、販売力及びインフラを持ち寄ることで、顧客サービス力、企業価値、成長

力及び収益性を高めるため

③　事業分離日　　平成20年８月１日

④　法的形式を含む事業分離の概要　　現金を受け取り対価とする営業譲渡

 （2）実施した会計処理の概要

  移転した事業に係る資産及び負債の帳簿価額は、たな卸資産２百万円及び固定資産12百万円であります。

なお、移転損益に重要性はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 35,506.09円 １株当たり純資産額 35,078.17円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 774.51円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 400.39円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 170,507 88,144

普通株主に帰属しない金額（千円） 　－ 　－

普通株式に係る四半期純利益（千円） 170,507 88,144

期中平均株式数（株） 220,147 220,147

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当社子会社の株式会社イージェーワークスは、プロバイ

ダー会員の増加を図るため、下記の通り、営業譲受を行いま

した。

１．株式会社AIカンパニーのインターネットプロバイダー

事業の営業譲受

(1) 譲受ブランド

『Momoたろうインターネットクラ

ブ』

『牛若丸インターネットサービス』

『VC-net』

(2) 譲受日　　　　　      平成20年10月20日

(3) 譲受資産及び負債

① 譲受資産　　　　

のれん（営業権）　　　　　　 90百万円

② 譲受負債　　　　

該当事項はありません。

(注) 　譲受資産につきましては、譲渡３ヶ月間に退会し

たプロバイダー会員数等により相当の金額を差

し引く契約を締結していることから、金額が変更

になる可能性があります。

２．株式会社大和生研のインターネットプロバイダー事業

の営業譲受

(1) 譲受ブランド　　　　　『117net』

(2) 譲受日　　　　　　　　平成20年10月30日

(3) 譲受資産及び負債

① 譲受資産　　　　

のれん（営業権）　　　　　　 39百万円

② 譲受負債　　　　

該当事項はありません。

(注) 　譲受資産につきましては、譲渡３ヶ月間に退会し

たプロバイダー会員数等により相当の金額を差

し引く契約を締結していることから、金額が変更

になる可能性があります。

２【その他】

中間配当

平成20年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議しました。

中間配当による配当金の総額　　　    　　　　　　77,051千円

１株当たりの中間期末配当額　  　　　　　　　　　　　350円

支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　平成20年12月８日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社ピーシーデポコーポレーション

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大和　哲夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーシーデ

ポコーポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーシーデポコーポレーション及び連結子会社の平成20年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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